
子育て支援業務システム構築委託

仕様書

平成２７年７月１４日
１．経緯と概要
本市では、平成２２年度に「児童手当・児童扶養手当・特別児童扶養手当」の業務を処理する現用業務システムを構築し、これら手当に関する認定、通知、支払、国・府への実績報告等の業務を行ってきたところである。
この現用業務システムが老朽化したため、平成２７年度においてシステムを更新・再構築し、平成２８年４月１日から運用開始するのが本件業務委託である。
２．スケジュール概要
	時期
	内容

	平成２７年　８月下旬
	契約

	　　　　　　随時
	サーバー構築、端末セットアップ、帳票レイアウト調整
現行システムからのデータ移行、処理結果の確認　等

	　　　　　１０月
	マイナンバー関連データ連携構築（別途契約）

	平成２８年　３月上旬
	構築完了、４月分入力開始

	　　　　　　４月１日
	運用開始（運用支援・保守は別途契約）


３．システムの対象業務
システムの対象業務は、以下の３業務とする。
・児童手当（受給者数　約１２，０００人）
・児童扶養手当（受給者数　約１，０００人）
・特別児童扶養手当（受給者数　約３００人）
それぞれに関する認定、通知、支払、国・府への実績報告等の業務が円滑に遂行できるものであること。法令や国のガイドラインなどに定められた、全国共通の処理や帳票・統計の出力ができること。端末は５台、システム利用者数は１０人程度を想定している。
４．委託内容の概略
（１）システムの構築、運用支援、保守
（２）本市が別途用意するシステム機器（調達は本契約の範囲外）のセットアップ
（３）住基システムとのデータ連係構築
（４）現用業務システムからのデータ移行
（５）現用業務システムの平成２７年度実績との突合
（６）操作方法研修の実施
（７）定例会の開催
それぞれの詳細については、次項以降のとおり。
５．システムの構築、運用支援、保守　４．（１）
新システムに必要となるサーバーその他機器・ソフトウェア一式を、提案事業者にて準備すること。（機器保守やソフトウェアアップデートを含む。）ただし、端末５台とプリンター２台は本市が別途用意するので、必要なセットアップのみ行うこと。

ア．機器設置等
サーバー機器等は本市のサーバールームに設置するものとする。

ただし、当該機器の搬入・設置においては、場所、電源事情、搬入・搬出ルート等を考慮し、本市と綿密に協議の上、実施すること。なお、端末５台の保守契約は本市が別途契約するため、本契約の対象外であるが、故障時の修理にともなって、OSやプログラムの再セットアップが必要となった場合には、受託者において復旧作業をすること。
イ．テスト環境の導入
新システム導入時点では、新システム導入テスト用に使用し、本番稼働後はシステム保守用や職員が操作確認、調査などを行うための、テスト環境を本番環境とは別に構築すること。スペックは本番同等でなくともよいが、本番同等の機能は有することとする。また、テスト環境と本番環境のデータを自動的に同期する仕掛けを提供すること。バージョンアップや不具合対策版の適用について、本番環境への適用前に、テスト環境で確認を行った上で、適用すること。
ウ．運用監視
本事業全体の運用監視を行う仕掛けを構築し、サーバーの故障やバックアップの失敗などを検知する方法について本市に引継ぎを実施すること。運用監視の仕掛けについて不備がある時は、不備を改善すること。
エ．運用支援、保守
市民サービスや業務に影響を与えるシステムトラブル発生時においては、本市からの連絡から３０分以内に本市へ対応方法など一次回答を実施すること。また、復旧予定時間についてはトラブル報告時から９０分以内に本市へ通知すること。予測できないシステムトラブルに備え、本市庁舎に２時間以内に到着できる体制を確保すること。※リモートでの保守対応は不可とする。
問い合わせ窓口は８：４５～１７：３０はメール又は電話(障害時に限る)による受付を行い、それ以外の時間帯においてもメールによる受付が行えること。
オ．成果物（納入物）

下記の成果品を引き渡すこと。

①新システム一式

②ハードウェア、ソフトウェア等

新システム稼働に特別なハードウェア、ソフトウェア等が必要となる場合には、必要な

台数、ライセンス数を提供すること。（必要数については提案者の裁量とするが、運用保

守に支障のない数とすること。）

③各種設定資料（紙媒体１部、電子媒体１部）

新システム、機器、データ連携機能、その他業務で調達した物件に関する本市における設計・定義・設定資料を提出すること。

・要件定義書

・基本設計書

・システム概要説明書（本市におけるシステム構成、環境図等）

・機器等設定資料（サーバー、端末等の設定）

・データ連携構築、設定資料

・カスタマイズ一覧、詳細設計書

④操作説明書（紙媒体１部、電子媒体１部）

新システム、サーバー機器、データ連携機能、その他業務で調達した物件に関する本市が運用を実施する上で必要となる説明書を作成すること。

・運用手順書

⑤作業報告書等（紙媒体１部、電子媒体１部）

・テスト計画書及びテスト結果報告書

・データ移行計画書及びデータ移行完了報告書

・議事録

・懸案事項検討一覧

・作業確認書

・作業完了報告書

なお、システムの利便性やサーバーの高可用性の実現方法、データバックアップや運用監視の仕組み、運用支援や保守体制などについて、特定提案（様式１７）において提案すること。
６．本市が別途用意するシステム機器（調達は本契約の範囲外）のセットアップ　４．（２）
	機器
	機種
	追加ソフトウェア等

	業務用端末５台


	受託者と協議のうえ別途調達する。
（追加ソフトウェア等と合算で１台あたり税込総額２０万円以内で提案すること。）
	ウイルス対策ソフト
オフィススイート
ＣＡＬ　等

	プリンター
	Fujitsu XL-9440　又は
RICOH IPSiO SP6210
	メーカー提供のドライバー

	ネットワーク
	現用業務システムのLAN環境に追加とするため、幹線LAN配線やHUBの増設は不要。ただし、端末のセットアップに係る、端末とデスクHUB間のLAN配線は受託者が実施すること。
	なし


上記以外に必要な物品（サーバー機器、ミドルウェア、ＵＰＳ、ハードウェア保守、外字連携ソフト等）は、受託者が用意すること。
７．住基システムとのデータ連携構築　４．（３）
本市既存住基システム（日立）とネットワーク経由でデータ連携し、住民票情報（日次）、税情報（当初年次、更正月次）、外字情報（随時、既存3,000文字程度、新規は年10文字程度）を取り込み反映すること。なお、住民基本情報システム側の設定・調整については、市が行うが、必要な協議に参加し協力すること。

構築するデータ連携の概要
（１）ファイル連携方法：FTP（本システム側がクライアント、住基システム側がサーバー）

（２）外字データ取得方法：外字データ：EUDCデータ（JIS2004）

住民情報システムが指定する文字連携用ソフト（漢字かなめ、五萬悦Web）をサーバーおよび業務用端末５台分用意し、セットアップすること。当該ソフトにより、EUDCデータ（JIS2004）が定期的に自動取得取得される。（EUDC.tteは内字フォントMS明朝へ関連付く。）

住基システムが使用するフォントはMS明朝 v2.5（JIS2004文字包含 JIS90互換フォント）であるため、本システムではMS明朝 v2.5（JIS2004文字包含 JIS90互換フォント）、または同フォントのデザインと一致する文字を使用すること。MS明朝を使用しない場合、フォントの関連付けをシステム独自で行うこと。

また、2年以内に住基システムがMS明朝v5.0（JIS2004）に対応する予定であり、対応の際には、住基システムに合わせて対応すること。本対応費用も今回の範囲に含めること。
（３）漢字かなめ、五萬悦Webについて

・漢字かなめ／サーバーWeb（Apache Tomcat版）Ver.03-04（RCT-G001-02&S1）

・五萬悦Web　ＴＴＥ利用オプション　Ver.01-09（C-534R-84&L1T）

（４）連携ファイル文字コード

全角文字項目および半角カナが設定される項目はUTF-16（Little Endian、BOMなし）

半角英数項目はUTF-8であるので注意すること。

（５）連携ファイルレイアウト・コード

住民情報システムが指定する連携ファイルレイアウト及びコードをそのまま使用する。

（６）連携タイミング

現行の連携タイミングを踏襲しつつ、協議して決定する。

・住民票データ：日次で異動分のみ固定長ＣＳＶファイルで送信される。

・税データ：当初課税は年次で全件、更正分は月次で異動分のみ、固定長ＣＳＶファイルで送信される。

・国保データ：月次で異動分のみ固定長ＣＳＶファイルで送信される。

・国民年金データ：月次で異動分のみ固定長ＣＳＶファイルで送信される。

８．現用業務システムからのデータ移行　４．（４）
現用業務システム（富士通MCWEL Ver.1）からのデータ移行の対象は、以下のとおり。
①対象人数
・児童手当（平成２４年度以降）　受給者約13,000人、対象児童約20,000人
　　※子ども手当や平成２１年度以前の児童手当は対象外とする。
・児童扶養手当　受給者約1,000人、対象児童約2,000人
・特別児童扶養手当　受給者約300人、対象児童約350人
②対象データ
　・認定情報（消滅者も含む。以下同様。）
　・改定履歴
　・支払履歴（特別児童扶養手当は除く）
　・メモ情報
※標準で提供できるデータは別紙１「移行データフォーマット」のとおり。随時、その時点で最新のデータの提供が可能である。原則として、現用業務システムで保有している全データを対象とするが、本市と協議の上、不要と判断されたデータについては、移行対象外とする。なお、住登外も全体で数十件あるが、本市と協議のうえデータ移行すること。
現用業務システム事業者の協力が必要な場合は、その際に必要な費用は受託者の負担とする。

●現用システム事業者の連絡先

　会社名：富士通株式会社　関西支社

　担当者名：第三営業部　小澤　氏

　連絡先：０６－６９２０－５６２７　ozawa.kentaro★jp.fujitsu.com （★を＠に）

なお、データ移行を効率的かつ確実に行うための手法、作業体制、検証作業内容などについて、特定提案（様式１７）において提案すること。
９．現用業務システムの平成２７年度実績との突合　４．（５）
現用業務システムからのデータ移行の確認及びシステム処理の正確性の確認として、平成２７年度１２ヶ月分の支払データと集計表を作成し、現用業務システムと突合し、市職員の確認を受けること。なお、特別児童扶養手当は、支払データではなく所得状況届を作成して突合すること。
１０．操作方法研修の実施　４．（６）
職員研修においては、キーマン研修（本市担当課のキーマンへの研修）の方式で行うこと。マニュアル等による机上研修の他に、研修端末を使用した研修も実施すること。なお、研修における端末や機材は提案事業者が準備すること。

研修場所においては、庁舎内とすること。

・システムキーマン研修：システム担当キーマン権限設定やシステム運用に関する研修を本稼働前に1回実施する。

・業務キーマン研修：３業務ごとの各業務キーマンへの研修を本稼働前に1回実施する。
１１．定例会の開催　４．（７）
月に１回程度、構築の進捗状況、データ移行の進捗状況、問い合わせへの回答など

を報告する定例会を、本市事務室にて開催すること。
１２．別途契約予定の事項
（１）マイナンバー関連データ連携構築。平成２７年１０月頃を予定している。
その費用見込みについて、住基システムとの連携と同程度の規模のデータ連係構築
を想定して、特定提案（様式１７）において提案すること。
（２）平成２８年度以降の運用支援・ソフトウェア保守（トラブル発生時の復元等の対応、
軽微な法制度改正への対応、バグフィックスなどアップデートの提供）は、別途契
約とする。その内容と費用見込みについて、特定提案（様式１７）において提案す
ること。（なお、サーバー機器にかかる保守費用は、後年度においても受託者の負担
とする。）
１３．システム要件　特記事項
（1） 別紙２「システム機能仕様書」の内容を満たすこと。システムの標準機能で実現できない場合は、カスタマイズを行い実現するか、それが不可な場合は必ず代替手段を提供すること。

（2） 本システムは、最低でも５年間利用することを想定しているが、その後のシステム更新時には、本システム内にある必要なデータを全てCSV等で出力し提供すること。またはその方法を提示すること。また、各データの説明資料を提供すること。
（3） MS WindowsなどOSのアップデートやウイルス対策は、導入時点で可能な限り最新の状態にすることを基本とするが、本システムがインターネットには接続しないシステムであることから、導入後のアップデートについては、必要不可欠な場合のみでもよいこととする。

以上
資料１










